
190,607 1,772,786

2,444 77,902

877 68,000

92 0

361,917 8,169

1,452,545 1,522

1,984 63

30,847 6,584

そ の 他 の 資 産 30,847 516

10,348 79

4,447 97

3,730 68

8,386 108

△ 9,546 3,537

8,386

1,939,651

15,295

11,144

11,144

78,604

4,151

74,452

固定資産圧縮積立金 37

別 途 積 立 金 71,604

繰 越 利 益 剰 余 金 2,811

105,043

14,033

△ 44

13,988

119,031

2,058,683 2,058,683

科　　　　　　目 科　　　　　　目

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

金　　　　　額 金　　　　　額

外 国 為 替

買 入 金 銭 債 権

現 金 預 け 金 預 金

コ ー ル ロ ー ン 譲 渡 性 預 金

商 品 有 価 証 券

借 用 金

そ の 他 負 債有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

未 払 法 人 税 等

そ の 他 資 産

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

無 形 固 定 資 産 執行役員退職慰労引当金

支 払 承 諾 見 返

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

前 払 年 金 費 用

有 形 固 定 資 産

株 式 給 付 引 当 金

（純　資　産　の　部）

支 払 承 諾

資 本 金

貸 倒 引 当 金 繰 延 税 金 負 債

睡眠預金払戻損失引当金

負 債 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

株 式 会 社 三 重 銀 行
取締役頭取   渡辺　三憲

中間貸借対照表（２０２０年９月３０日現在）

（単位：百万円）

第２０９期　中 間 決 算 公 告
2020年12月22日

三重県四日市市西新地７番８号



（単位：百万円）

17,206

9,063

（う ち 貸 出 金 利 息） （ 6,899 ）

（うち有価証券利息配当金） （ 2,106 ）

3,020

650

4,471

14,708

186

（う ち 預 金 利 息 ） （ 159 ）

976

329

9,362

3,854

2,497

－

138

2,359

1,624

△ 1,047

576

1,782

　　　　中間損益計算書 ２０２０年４月　１日から
２０２０年９月３０日まで

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

法 人 税 等 合 計

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

科　　　　　目 金                     額

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

経 常 利 益

特 別 利 益



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式につい

ては移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売

却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均

法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、１９９８年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに２

０１６年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額

を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

       建  物     ３年 ～ ５０年 

      そ の 他     ３年 ～ ２０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における

利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

   「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士

協会銀行等監査特別委員会報告第４号 ２０２０年１０月８日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当

する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、

予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき

損失率を求め、算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及

び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

額を控除した残額を計上しております。 

     また、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権を有する債務者等で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の

元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該

キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金

とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

     すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した監

査部が査定結果を監査しております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に

帰属する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあた

り、退職給付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。な



お、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

     数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から損益処理 

（４）執行役員退職慰労引当金 

執行役員退職慰労引当金は、執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、執行役員に対する退職慰労金の

支給見積額のうち、当中間期末までに発生していると認められる額を計上しております。 

（５）株式給付引当金 

株式給付引当金は、役員株式給付規程に基づく当行の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除

く。）及び執行役員への株式会社三十三フィナンシャルグループ普通株式の給付等に備えるため、当中間期末に

おける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

（６）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備え

るため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引当てております。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建の資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用

に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号 ２００２年２月 

１３日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺する

ヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）

期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについて

は、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建の金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取

引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号  

２００２年７月２９日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨

建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ

手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在するこ

とを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形

固定資産等に係る控除対象外消費税等はその他の資産に計上し、５年間で均等償却を行っております。 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式総額        ２，９３６百万円 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は１，４０３百万円、延滞債権額は１６，４９０百万円であります。 

  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（１９６５年政令第９７号）第９６条第

１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

  また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ

とを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４，０４３百万円であります。 

  なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払



猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権及び延滞債権

に該当しないものであります。 

４．破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２１，９３７百万円であります。 

  なお、上記２．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第２４号 ２００２年２月１３日）に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は１，６４６百万円であります。 

６．ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会計士協

会会計制度委員会報告第３号 ２０１４年１１月２８日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理

した参加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、３，０２８百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

 担保に供している資産 

有価証券 ７９，３４３ 百万円 

 担保資産に対応する債務 

預金 ７，０３７ 百万円 

借用金 ６８，０００ 百万円 

 上記のほか、デリバティブ取引及び公金事務取扱等の取引の担保として、有価証券１６０百万円及びその他の

資産２５１百万円を差し入れております。 

 また、その他の資産には、金融商品等差入担保金４，０７１百万円、中央清算機関差入証拠金１５，０００百

万円及び敷金・保証金９２８百万円が含まれております。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、２９３，３７５百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のも

の又は任意の時期に無条件で取消可能なものが２３４，７３１百万円あります。 

  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額     １８，７９１百万円 

10. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保

証債務の額は２１，４９３百万円であります。 

11.銀行法施行規則第１９条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、８.０４％であり

ます。 

（中間損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、株式等売却益４，３８２百万円を含んでおります。 

２．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額３，４９３百万円及び株式等売却損３７５百万円を含んでおります。 

３．「減損損失」は、移転等の決定及び営業キャッシュ・フローの低下がみられる営業用店舗について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額したものであります。 

地域 主な用途 種類    減損損失

三重県内 営業用店舗２か所
建物及び

その他の有形固定資産等
６２百万円

  (うち建物          ３５百万円) 



(うちその他の有形固定資産等 ２６百万円) 

三重県外 営業用店舗２か所
建物及び

その他の有形固定資産等
４４百万円

  (うち建物          ２２百万円) 
(うちその他の有形固定資産等 ２２百万円) 

合 計 １０７百万円

  (うち建物          ５８百万円) 
  (うちその他の有形固定資産等 ４８百万円) 

当行は、営業用店舗については、店舗単位のキャッシュ・フローが相互補完的であるエリア単位で、移転、

廃止予定資産及び遊休資産については、各資産単位でグルーピングしております。また、本部、事務センター、

寮、社宅等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。 
なお、当事業年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり、正味売却価額は
主として不動産鑑定評価額等に基づき算定しております。 

（有価証券関係） 

１． 満期保有目的の債券（２０２０年９月３０日現在） 

種 類 
中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

時 価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

時価が中間貸借対照

表計上額を超える 

もの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

 外国債券 － － － 

 その他 － － － 

小 計 － － － 

時価が中間貸借対照

表計上額を超えない 

もの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 ５，０００ ４，９７２ △   ２７ 

 外国債券 ５，０００ ４，９７２ △   ２７ 

その他 － － － 

小 計 ５，０００ ４，９７２ △   ２７ 

合  計 ５，０００ ４，９７２ △   ２７ 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（２０２０年９月３０日現在） 

該当ございません。 

(注） 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式  ２，９３６ 

 関連法人等株式 － 

合 計     ２，９３６ 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社・



子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 

３．その他有価証券（２０２０年９月３０日現在） 

種 類 
中間貸借対照表 

計上額（百万円）

取得原価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

中間貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

株式 ３２，３０２ １３，８８５ １８，４１６

債券 １３６，７２２ １３５，３５４ １，３６８

 国債 ２５，８０６ ２５，３１８ ４８７

 地方債 ５６，２３４ ５５，８７０ ３６３

 短期社債 － － －

 社債 ５４，６８１ ５４，１６４ ５１６

その他 ７６，１４９ ７２，５６７ ３，５８１

 外国債券 ３９，８３８ ３７，７６６ ２，０７１

 その他 ３６，３１０ ３４，８００ １，５０９

小 計 ２４５，１７４ ２２１，８０８ ２３，３６６

中間貸借対照表計上

額が取得原価を超え 

ないもの 

株式 １，２４５ １，５０４ △   ２５８

債券 ４４，１９６ ４４，６２２ △   ４２６

 国債 ２３，８０５ ２４，０４４ △   ２３８

 地方債 ９，６６９ ９，６８７ △    １８

 短期社債 － － －

 社債 １０，７２１ １０，８９０ △   １６８

その他 ６１，３０５ ６４，０７７ △ ２，７７１

 外国債券 ２３，０９５ ２３，６２２ △   ５２７

 その他 ３８，２１０ ４０，４５４ △ ２，２４４

小 計 １０６，７４８ １１０，２０４ △ ３，４５６

合  計 ３５１，９２３ ３３２，０１２ １９，９１０

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

株式 ６９１ 

 その他 １，３６５ 

合 計   ２，０５７ 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。 

（金銭の信託関係） 

 該当ございません。 



（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

  繰延税金資産 

   貸倒引当金                    ２，５８１百万円 

減価償却                       ５０９ 

退職給付引当金                            ２５２ 

繰延資産                       ２１１ 

有価証券減損処理                   １８６ 

賞与引当金                      １５５ 

その他                        ４８５ 

  繰延税金資産小計                  ４，３８２ 

  評価性引当額                 △    ８８８ 

  繰延税金資産合計                  ３，４９３ 

  繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金          △  ５，８８０ 

前払年金費用                △  １，１２６ 

その他                   △     ２３ 

   繰延税金負債合計               △  ７，０３０ 

   繰延税金負債の純額              △  ３，５３７百万円 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額        ８，８４２円 ４２銭 

１株当たりの中間純利益金額              １３２円 ４０銭 


